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まえがき 

 

 日本学生支援機構（JASSO）では、全国の高等専門学校生（第 4、5 学年）の学

生生活状況を把握することにより、高等専門学校生にかかる学生生活支援事業の

充実を図るための基礎資料を得ることを目的として、「高等専門学校生生活調査」

を平成 30 年度に試行実施し、令和 2 年度から隔年で本格実施しています。 

 このたび、令和 6 年度の調査結果を取りまとめましたので、前回調査（令和 4

年度）との比較を行いながら、調査結果の概要を紹介します。 

 令和 6 年度調査は、前回と同様に、高等専門学校生（第 4、5 学年）を調査対象

とし、全国 20,728 人の中から、設置者（国公私）ごとに抽出率を定めてサンプル

数を算出し、これを各学校に割り当てて調査を依頼しました（一部区分について

は全数調査）。調査対象となった 5,911 人のうち、有効回答は 1,402 人、回収率は

23.7％となりました。本文に紹介する資料に掲げる数値は、この標本調査の結果

を基礎として、全国の調査対象学生総数についての数値を推定した結果となって

います。 

なお、本調査は、令和 4 年度からオンラインによる調査に変更しました。調査

の実施方法等については、今後も、必要な見直しを行ってまいりますので、引き

続き、なお一層のご理解、ご協力のほど、よろしくお願いいたします。 

高等専門学校生の生活に伴う問題は広範かつ複雑であり、この調査で取り上げ

た事に尽きるものではありませんが、この調査結果が高等専門学校生の生活に関

心を寄せられる方々の参考になれば幸いです。 

 末筆ながら、本調査に回答いただいた学生の皆様、本調査の実施に際して多大

なご協力をいただいた全国の高等専門学校関係者の皆様をはじめ、ご助言ご協力

をいただきました関係者の方々に深く感謝申し上げます。  

 

令和 8 年 3 月 

 

独立行政法人 日本学生支援機構 
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Ⅰ．調査実施方法等について 

１．調査の目的 この調査は、全国の高等専門学校生（第4、5学年）を対象として、高等専門学校生

の生活状況を把握することにより、高等専門学校生にかかる生活支援事業の充実の

ための基礎資料を得ることを目的とする。 

２．調査の対象 高等専門学校（第4、5学年）本科の学生 

(社会人を含む。休学者及び外国人留学生は除く。) 

３．調査の時期 令和 6 年（2024年） 11 月（隔年調査） 

４．調 査 数 全国の高等専門学校生（第4、5学年）20,728人（文部科学省の令和5年度「学校基本

調査」調査票情報を利用）から、下記の抽出率によって算出した、5,911人を対象に

調査を実施した。 

※上記の数値は、在籍学生数に対する調査数の割合を示したものである（調査数/在籍学生数）。

※公立・私立高専については、母集団である全国の学生数が少数であるため、全数調査とした。

５．調 査 方 法 日本学生支援機構が、学校別の調査数とともに所定の調査票での調査実施を各学校

に依頼し、各学校が、依頼された調査数で無作為抽出した学生（全数調査の区分は

全学生）に調査案内を配付、学生が、オンライン調査システムから回答する方法に

より、調査を行った。 

７

３４
（全数調査）（全数調査）

設置者別
国　　立 公　　立 私　　立

区分

高等専門学校
（第4、5学年）

－ 1 －



Ⅱ．調査結果の概要 

 
令和 6年度高等専門学校生生活調査における調査結果として、学生生活費、学生の収入状況、アルバ

イト従事状況、奨学金の受給状況、週間平均生活時間の項目について取りまとめた。 

 
＜令和 6 年度調査回収率＞ 

 回収率 ： 23.7％（有効回答数 1,402人／調査数 5,911人） 

 
＜令和 6 年度調査結果の一例＞ 

 学生生活費 

令和 4年度      令和 6年度  

757,900円  → 876,400円（118,500円増（15.6％増））        

収 入 額 

令和 4年度      令和 6年度  

825,900円  → 886,900円（61,000円増（7.4％増）） 

 

〔調査結果における留意事項〕 

１. 本調査における学生生活費は学費と生活費を合わせた支出額である。 

学 費： 授業料、その他の学校納付金、修学費、課外活動費、通学費の合計 

生 活費： 食費、住居・光熱費、保健衛生費、娯楽・し好費、その他の日常費(通信費を含む)の合計 

２. 「家庭の年間平均収入額」については、令和 6年度調査から回答方法の変更により算出は困難とな
ったため、本調査結果から表示しないこととした。 

３. 本調査結果の集計表６表で示す奨学金受給者の割合には、日本学生支援機構の奨学金（給付・貸与）

とそれ以外の奨学金（給付・貸与）の両方を含む。 

４. 本調査結果の集計各表は端数処理(四捨五入)後の数値を使用しており、内訳の合計値と合計欄の値

が一致しないことがある。 

５. 質問の一部に回答がないデータは、一部の集計表では集計対象としていない。 

６. 各集計表の脚注に、有効回答数（n）を参考値として表示している。なお、設問によって有効回答数

が異なることから、各集計表における nは必ずしも一致しない。 

７. 集計各表の数値は、この標本調査の有効回答を基礎として、調査対象学生総数についての推計値を

算出した結果である。 

８. 表中の記号は次のように使う。 

「 － 」 ： 計数が無い場合 

「0.0」 ： 計数が単位未満の場合 

「･･･」 ： 計数の出現が有り得ない場合または調査対象とならなかった場合 

 

 

 

　 
－  2 －



１．学生生活費（学費と生活費の合計）【１表】 

 

学生生活費の内訳を見ると、令和 4年度調査（以下

「前回調査」という。）と比較して、学費は 55,900円

（15.0％）の増、生活費は 62,600円（16.2％）の増

と、いずれも増加している。学費については「課外活

動費」が 19,100円（172.1％）の増、「通学費」が

12,000円（22.1％）の増、「修学費」が 7,900円

（19.8％）の増であり、これらは前回調査と比較して

10％以上増加している。生活費については、「娯楽・し

好費」が 46,300円（55.4％）の増、「食費」が 25,400

円（23.6％）の増となっており、これらが生活費の増

加の主な要因となっている。学生生活費全体に占める

学費と生活費の割合は、前回調査では学費が 49.1％、

生活費が 50.9％であったものが、今回は学費が

48.9％、生活費が 51.1％となっており、生活費の占め

る割合が僅かながら高くなっている。 

 

 

学生生活費の内訳及び増減額 

 

  

区 分 令和2年度 令和4年度 令和6年度

円 円 円 円 ％ 円 ％

授業料 246,900 239,400 254,500 ▲ 7,500 (▲ 3.0) 15,100 (6.3)

その他の学校納付金 25,500 27,800 29,600 2,300 (9.0) 1,800 (6.5)

修学費 35,400 40,000 47,900 4,600 (13.0) 7,900 (19.8)

課外活動費 6,800 11,100 30,200 4,300 (63.2) 19,100 (172.1)

通学費 47,700 54,200 66,200 6,500 (13.6) 12,000 (22.1)

小計（学費） 362,300 372,500 428,400 10,200 (2.8) 55,900 (15.0)

食費 103,000 107,800 133,200 4,800 (4.7) 25,400 (23.6)

住居・光熱費 38,700 42,100 43,700 3,400 (8.8) 1,600 (3.8)

保健衛生費 32,900 36,000 33,900 3,100 (9.4) ▲ 2,100 (▲ 5.8)

娯楽・し好費 84,000 83,500 129,800 ▲ 500 (▲ 0.6) 46,300 (55.4)

その他の日常費 119,000 116,000 107,400 ▲ 3,000 (▲ 2.5) ▲ 8,600 (▲ 7.4)

小計（生活費） 377,600 385,400 448,000 7,800 (2.1) 62,600 (16.2)

計 739,900 757,900 876,400 18,000 (2.4) 118,500 (15.6)

※（　）は前回調査を基準とした増減率である。

令和2年度→令和4年度 令和4年度→令和6年度
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２．設置者別の学生生活費【１表】 

 

学生生活費を設置者別に比較すると、国公立と私立の差が大きく開いており、内訳を見ると学費

の差が顕著である。学費のうち「授業料」と「その他の学校納付金」の合計は、国立で 27万円、公

立で 14万円、私立で 106万円であり、これらが国公立と私立の差の大部分を占めている。 

 

学生生活費の設置者別内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．居住形態別の学生生活費【１表】 

学生生活費を居住形態別に比較すると、下宿・アパー

ト・その他（以下「アパート等」という。）が最も高く、

次いで学生寮（寄宿舎）（以下「学寮」という。）、自宅の

順となっている。 

学費・生活費別に比較すると、学費は自宅が 44万円で

最も高く、学寮が 39万円で最も低くなっている。この差

は、主に「通学費」の 7 万円の差により生じている。生

活費はアパート等が 98 万円で最も高く、自宅が 35 万円

で最も低くなっている。この差は、主に「住居・光熱費」

と「食費」の差により生じている。 

居住形態別の学生生活費を更に設置者別で比較する

と、国立の自宅を基準とした場合、私立の学生生活費は

自宅で国立の 2倍となっている。なお、私立の「学寮」、

「アパート等」及び公立の「アパート等」は、計数僅少の

ため集計結果の掲示を省略した。 

 

 

[単位：円]

区 分 国　立 公　立 私　立

授業料 235,700 114,000 1,025,800

その他の学校納付金 29,300 28,800 37,900

修学費 47,300 44,900 70,400

課外活動費 29,700 40,400 22,200

通学費 65,300 78,800 65,800

小計（学費） 407,300 306,900 1,222,100

食費 134,500 105,500 151,100

住居・光熱費 46,100 9,100 47,300

保健衛生費 33,500 35,100 41,100

娯楽・し好費 130,100 108,000 164,600

その他の日常費 108,700 94,900 94,800

小計（生活費） 452,900 352,600 498,900

計 860,200 659,500 1,721,000
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学生生活費の居住形態別内訳 

居住形態別・設置者別の学生生活費 

（参考）居住形態別学生数の割合 

[単位：円]

区分 自宅 学寮 アパート等

授業料 260,500 223,900 274,900

その他の学校納付金 24,500 51,900 21,500

修学費 43,200 60,300 64,900

課外活動費 27,100 42,000 30,200

通学費 82,800 14,000 31,400

小計（学費） 438,100 392,100 422,900

食費 92,100 255,200 239,400

住居・光熱費 ・・・ 89,800 392,900

保健衛生費 31,600 39,400 42,500

娯楽・し好費 129,100 130,300 136,400

その他の日常費 97,300 125,900 165,400

小計（生活費） 350,100 640,600 976,600

計 788,200 1,032,700 1,399,500

[単位：％]

区　分 自　　宅 学　　寮 アパート等 計

国　立 72.1 21.0 6.9 100.0

公　立 98.0 ・・・ 2.0 100.0

私　立 82.7 6.2 11.2 100.0

区　分

国　立 765,000 (1.00) 1,024,900 (1.34) 1,352,100 (1.77) 

公　立 650,500 (0.85) ・・・ (…) - (-)

私　立 1,642,500 (2.15) - (-) - (-)

平　均 788,200 1,032,700 1,399,500

※ （　）は、国立の自宅を基準（1.00）とした場合の比率である。

※ 私立の「学寮」、「アパート等」及び公立の「アパート等」は、計数が僅少のため集計結果の掲示を省略する。

[単位：円]

自　　宅 学　　寮 アパート等

－ 5 －



４．学生の収入状況【１表】 

 

学生の収入の内訳を収入総額に占める割合で見る

と、「家庭からの支援」が 446,900 円で収入全体の

50.4％を占めており、次いで「アルバイト収入」が

304,900円で 34.4％、「奨学金」が 106,400円で 12.0％

となっている。学生の収入の内訳を前回調査と比較す

ると、「アルバイト収入」が 114,800円（60.4％）の増

となっており、増減率が最も大きく増加している。次い

で「奨学金」が 23,000円（27.6％）の増となっている。

減少した収入としては、「定職収入・その他」が 18,800

円（39.6％）の減、次いで「家庭からの支援」が 58,000

円（11.5％）の減となっている。 

 

 
 

学生の収入の構成比 

 
 
 

 

 

 

 

 

学生の収入の増減（令和 4 年度→令和 6 年度） 

 

 

 

 

 

  

[単位：円]

区 分
家庭からの

支援
奨学金 アルバイト収入

定職収入
･その他

合計

(65.6) (9.2) (21.4) (3.8) (100.0)

515,100 72,300 167,900 30,200 785,500

(61.1) (10.1) (23.0) (5.8) (100.0)

504,900 83,400 190,100 47,500 825,900

(50.4) (12.0) (34.4) (3.2) (100.0)

446,900 106,400 304,900 28,700 886,900

※(　)は合計に占める割合（単位：％）である。

令和2年度

令和4年度

令和6年度

[単位：円、％]

区 分
家庭からの

支援
奨学金 アルバイト収入

定職収入
･その他

合計

増減額 ▲ 58,000 23,000 114,800 ▲ 18,800 61,000

増減率 ▲ 11.5 27.6 60.4 ▲ 39.6 7.4

　 
－  6 －



５．アルバイト従事状況【４表】 

 

アルバイト従事者（調査時前1年間においてアルバイトに従事した経験を有する者）の割合は71.5％

となっており、前回調査と比較すると、7.3ポイント増加している。内訳を見ると、「家庭からの支援

のみで十分修学可能」で 56.1％（前回調査から 4.0ポイント増）、「家庭からの支援のみでは修学がや

や困難・非常に困難及び支援無し」で 15.4％（同 3.3ポイント増）となっている。 

 

６．奨学金の受給状況【６表、７表】 

 

何らかの奨学金を受給している者の割合は 25.0％となっており、前回調査と比較すると割合が減少

している。 

なお、何らかの奨学金を受給している者の割合とは、日本学生支援機構の給付奨学金、同貸与奨学

金、日本学生支援機構以外の給付奨学金、同貸与奨学金のうち、１つ以上を受給したと回答した者の

割合である※。 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※日本学生支援機構の給付奨学金及び貸与奨学金の受給者の割合は、令和 6年度支援実績ベースでは、7.5％となっ

ている。 

令和2年度

58.3 64.2 (5.9) 71.5 (7.3)

家庭からの支援のみで十分修学可能 45.8 52.1 (6.3) 56.1 (4.0)

家庭からの支援のみでは修学がやや困難・非常に困難及び給付無し 12.5 12.1 (▲ 0.4) 15.4 (3.3)

41.7 35.8 (▲ 5.9) 28.5 (▲ 7.3)

※（　）は直前の調査からの増減である。

　アルバイト非従事者

[単位：％]

区　分 令和4年度 令和6年度

　アルバイト従事者

[単位：％]

令和2年度

国 立 23.4 25.2 (1.8) 24.1 (▲1.1)

公 立 21.6 32.4 (10.8) 37.0 (4.6)

私 立 27.5 21.3 (▲6.2) 26.7 (5.4)

平 均 23.4 25.5 (2.1) 25.0 (▲0.5)

令和4年度 令和6年度

（参考）設置者別・奨学金の種類別学生数の割合
［単位：％］

日本学生支援機構 その他の奨学金 両　　方 計

国　立 67.3 11.2 21.5 100.0

公　立 62.5 12.6 24.9 100.0

私　立 71.2 19.2 9.6 100.0

平　均 67.0 11.6 21.4 100.0

区　分
奨　　  学  　　金  　　の  　　種 　 　類
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７．週間平均生活時間【８表】 

 

週間平均生活時間は、授業期間中の典型的な 1 週間（7 日間）の生活時間について回答したもので

ある。「学校の授業」「学校の授業の予習・復習、課題など」及び「娯楽・交友」について、それぞれ

週 1時間以上費やしていると回答した者の割合が 9割を超えている。 

※「学校の授業」には、オンライン授業やオンデマンド型授業の視聴時間も含む。 

※「学校の授業以外の学習」には、語学学校、通信講座や独学での学習などが該当する。 

 

[単位：％]

区　　　　分 0時間 1～5 6～10 11～15 16～20 21～25 26～30
31時間
以上

無回答 計

学校の授業 0.5 9.8 19.3 12.9 14.1 20.0 16.2 6.9 0.4 100.0
学校の授業の予習・復習など 5.0 55.0 25.2 7.7 3.2 1.8 0.6 1.1 0.5 100.0
卒業研究 37.6 17.6 19.3 12.2 6.0 3.1 1.6 1.9 0.8 100.0
学校の授業以外の学習 36.6 44.5 11.4 3.4 1.4 0.9 0.5 0.8 0.6 100.0
部活動・サークル活動 57.4 26.0 8.5 4.7 1.6 0.5 0.2 0.6 0.4 100.0
アルバイト・定職 38.8 13.1 17.6 15.4 9.6 3.0 0.8 1.1 0.6 100.0
就職活動 74.8 19.9 2.8 0.5 0.7 0.2 － 0.4 0.6 100.0
娯楽・交友 1.9 22.4 26.9 15.7 11.5 5.7 3.6 11.9 0.5 100.0

（参考）令和4年度調査 [単位：％]

区　　　　分 0時間 1～5 6～10 11～15 16～20 21～25 26～30
31時間
以上

無回答 計

学校の授業 1.7 13.0 19.0 10.7 12.6 20.2 14.5 8.2 0.1 100.0
学校の授業の予習・復習など 5.2 55.5 24.4 9.8 3.1 1.1 0.2 0.7 0.1 100.0
卒業研究 35.9 20.7 21.2 11.0 6.0 2.8 0.7 1.4 0.4 100.0
学校の授業以外の学習 39.4 43.5 9.7 3.7 2.0 0.8 0.1 0.6 0.2 100.0
部活動・サークル活動 59.5 26.4 8.4 3.8 0.9 0.2 0.1 0.2 0.5 100.0
アルバイト・定職 50.6 12.5 14.0 12.3 5.9 2.5 0.9 1.1 0.2 100.0
就職活動 80.4 16.3 1.7 0.6 0.2 0.1 0.1 0.3 0.4 100.0
娯楽・交友 1.5 27.5 26.2 16.8 9.6 5.9 2.7 9.6 0.2 100.0
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